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町民（知る権利・参加する権利）

行 政 議 会

町民参加

行政への町民参加 議会への町民参加

参加機会の保障

①審議会の委員
②意見交換会
③パブリックコメント
④アンケート調査
⑤その他適切な方法

①総合計画の基本構想及び
基本計画並びに各施策の基
本となる計画
②行政評価の実施
③政策に関する基本方針を定
め、又は町民に義務を課し、
若しくは町民の権利を制限す
ることを内容とする条例の制
定、改正又は廃止
④町民の生活に大きな影響を
及ぼす施策の決定
⑤町の施設の新設、改良又は
廃止の決定
⑥広く町民が利用する町の施
設の利用方法の決定

住
民
投
票

町
政
に
関
す
る
重
要
事
項

地
域
協
議
会

地
域
に
お
け
る
課
題

①請願・陳情
②参考人・公聴会での意見
③議会傍聴
④アンケートへの回答
⑤意見交換会・議会報告会
⑥議会モニター

①民主的議会運営を推進する
ために町民意見の反映

②議会改革を継続的に取り組
むために町民意見の反映

③町政の課題に柔軟に対処
するために町民意見の反映

④町民による課題提起を政策
提言に反映する

（１）自治基本条例の町民参加

町民参加

参
加
の
方
法

参
加
の
対
象

ポイント

①町民参加の基本 （議会及び行政共通）
・町民は町政に参加することを基本とする。（参加する権利がある）
・議会及び行政は、広く町民が参加する機会を保障する。
・議会及び行政は町政に町民の意思を反映することを基本とする。
・議会及び行政は、町民が町政への参加又は不参加を理由として
不利益を受けないよう配慮するものとします。
・次世代の担い手である満20or18歳未満の青少年及び子どもは、
それぞれの年齢にふさわしい方法により町政に参加できるものとし
ます。→年齢は？ 公職選挙法 満18年以上の者→選挙権

少年法 「少年」とは、20歳に満たない者
（注）以下の町民参加の具体は行政のみ、議会は議会の章で規定します。

②町民参加の対象（町民参加手続の対象となる事項と適用除外）
・町民参加を行う基準
・行わない場合の基準 (金銭徴収の扱い=使用料、手数料等）
・行わない場合の理由の公表

③町民参加の方法
・審議会 ・意見交換会 ・パブリックコメント ・アンケート調査
・その適切な方法
→参加方法を行政裁量（１ｏｒ２以上）とするか又は条例に基づくかの選択

④審議会等の運営（政策形成過程）
・公募委員を加えること
・委員の構成（年齢・男女の数・重任・再任の制限）
・委員の氏名公表

⑤町民が行政への政策を提案するための仕組みに関する事項
（町民政策提案制度 18歳以上の市民10人以上の連署）
→ 町民参加の具体的規定は以下参考
○石狩市の「石狩市行政活動への市民参加の推進に関する条例」
○苫小牧市の「市民参加条例」等を参照
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①町民参加は当事者意識を醸成する。
②町民参加の対象となる項目をどこまでとするか議論必須

＝特に、情報提供及び説明責任の対象ともなる
③参加の方法をどのように組み合わせるか議論必須



町 民

行 政 地域社会議 会

町民参加条例

自治基本条例

議会基本条例

自治基本条例

？

自治基本条例

町 政

（２）町民参加の形態

住
民
投
票
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参加

参加 議会
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社会
参加
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（３）自治基本条例の行政への町民参加

55
55

⑦
前
各
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お
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、
そ
の
基
準
に
基
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行 政

審議会 意見交換会
パブリックコメント

（意見公募）
アンケート調査

その他適
切な方法

行政は参加を求める場合行政は参加を保障

公募委員を選任、重任・再任の制限 ３０日以上の期間を設ける

参
加
を
求
め
な
い
場
合

参加方法を行政裁量とするか又は条例に
基づくか選択

意見の公表意見の公表 結果の公表議事録の公表
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手
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町 民

(1)総合計画や各政策
分野の基本的な計画を
策定又は改定するとき

①
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③
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(3)町民の一般的利用を
目的とする施設の新設、

改良、廃止するとき

⑤
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八雲町 美幌町

町民参加

第3章　町民参加と協働

(町民参加の基本)
第13条　町民は、まちづくりの主体であるという基本原則に基

づき、町政に参加することを基本とします。

2　議会及び行政は、広く町民の意見を求め、町政に町民の
意思を反映することを基本とします。

3　議会及び行政は、町政へ広く町民が参加する機会を

保障するものとし、町民参加を積極的に推進するための制度
を体系的に整備するものとします。

4　議会及び行政は、町民が町政への参加又は不参加を理

由として不利益を受けないよう配慮するものとします。
5　満20歳未満の青少年及び子どもは、次世代の担い手

として、それぞれの年齢にふさわしい方法により、町政

に参加できるものとします。
(町民参加の推進)

第14条　行政は、次の事項を実施するときは、町民の参加を

推進し、町民の意思を行政活動へ反映します。
(1)　総合計画及び分野別の基本的な計画の策定又は見直し

(2)　町民に義務を課し、又は町民の権利を制限することを内

容とする条例の制定、改正若しくは廃止
(3)　広く町民が利用する公の施設の利用方法に関する事項

(4)　公の施設の新設、改良又は廃止の決定

(5)　行政が行う事務及び事業を効果的かつ効率的に推進す
るための行政評価

(6)　町民の生活に大きな影響を及ぼす施策の決定

(7)　前各号のほか、町民参加が有効と思われる事業の選択
及び実施の決定

2　法令の規定による事項、緊急その他やむを得ない理由が

ある事項、又は別に規則に定めるところにより常に町民参加
を求めることが困難若しくは不適当である事項については、

町民参加を求めないことができます。

(町民参加の方法)
第15条　行政は、前条に規定する事項を実施するときは、次

に掲げる一つ以上の方法を活用して、適切な時期に、町民

参加を求めるものとします。
(1)　審議会等の開催    (2)　意見交換会の実施

第3章　町民参加

(町民参加の基本)
第12条　町民は、美幌町の自治の主体であるという基本原

則に基づき、町政に参加することを基本とします。

2　議会及び行政は、広く町民の意見等を求め、町政に町
民の意思を反映することを基本とします。

3　議会及び行政は、町政へ広く町民が参加する機会を

保障します。
4　議会及び行政は、町民が町政への参加又は不参加

を理由として不利益を受けないよう配慮するものとしま

す。
5　次世代の担い手である青少年及び子どもは、それぞ

れの年齢にふさわしい方法により町政に参加できるもの

とします。
(町民参加の対象)

第13条　行政は、次の事項を実施するときは、町民参加を求

めるものとします。
(1)　総合計画の基本構想及び基本計画並びに各施策の基

本となる計画の策定又は見直し

(2)　政策に関する基本方針を定め、又は町民に義務を課し、
若しくは町民の権利を制限することを内容とする条例の制

定、改正又は廃止

(3)　町の施設の新設、改良又は廃止の決定(ただし、別に規
則で定める場合を除きます。)

(4)　広く町民が利用する町の施設の利用方法の決定

(5)　事務及び事業を効果的かつ効率的に推進するための外
部評価の実施

(6)　町民の生活に大きな影響を及ぼす施策の決定

(7)　前各号のほか、町民参加が有効と思われる事項
2　行政は、前項の規定にかかわらず、次の各号のいずれか

に該当するときは、町民参加を求めないものとします。

(1)　軽微なもの
(2)　緊急に行わなければならないもの

(3)　行政内部の事務処理に関するもの

(4)　法令の規定により実施の基準が定められており、その基
準に基づき行うもの

 
(3)　別に規則に定める町民意見の公募

(4)　アンケート調査の実施　　　(5)　その他適切な方法

 (提出された意見等の取扱い)
第16条　行政は、町民参加によって寄せられた意見及び提案

等(以下「意見等」という。)を総合的に検討するものとします。

2　行政は、意見等の検討を終えたときは、速やかにかつ多様
な方法を用いて次の事項を公表するものとします。ただし、

八雲町個人情報保護条例の規定により公表することが適当で

ないと認められるときは、この限りではありません。
(1)　意見等の内容

(2)　意見等の検討結果及びその理由

 
(審議会等の運営)

第17条　行政は、行政運営に公平かつ広く町民の意見が反映

されるよう、審議会等の委員の選任について次の事項に配慮
するものとします。

(1)　委員の構成は、性別及び年代の別等に配慮し、多面
的な審議が確保されるよう留意するものとします。

(2)　正当な理由があるときを除き、委員の一部を公募するもの

とします。
2　行政は、審議会等の会議が開催されたときは、次の事項を

明らかにした会議録(会議の内容の要旨を記録したものをい

う。)を作成し、閲覧に供するものとします。
(1)　会議の日時、場所、出席者の氏名及び傍聴者の数

(2)　会議の議題

(3)　会議の検討において使用した資料
(4)　会議における発言又は議事の経過

(5)　会議の結論

(6)　その他必要な事項
3　委員の公募は、次に掲げる事項を町広報紙及び町ホーム

ページへの掲載その他の方法により行うものとし、原則として

1月程度の応募期間を設けるものとします。
(1)　審議会等の名称、目的、審議事項、開催回数及び報酬

(2)　任期              (3)　応募資格

(4)　募集人員        (5)　応募期間及び方法
(6)　選考方法

(7)　問い合わせ先

(8)　前各号に掲げるもののほか、募集に必要な事項

3　行政は、第1項の規定にかかわらず、町税の賦課徴
収その他金銭の徴収に関するもの(地方税法(昭和25

年法律第226号)第5条第3項又は第7項の規定により

新たな税目を起こす場合を除きます。)は、町民参
加を求めないことができます。

4　行政は、前2項の規定により町民参加を求めなかっ

た場合において、行政が必要と判断したとき又は町民
からその理由を求められたときは、その理由を公表し

なければなりません。

(町民参加の方法)
第14条　行政は、前条に規定する事項を実施するとき

は、次の各号のいずれか又は複数の方法により、

適切な時期に町民参加を求めるものとします。
(1)　審議会等の会議の開催

(2)　意見交換会の開催

(3)　意見公募(パブリックコメント)手続の実施
(4)　アンケート調査の実施

(5)　その他適切な方法
(提出された意見等の取扱い)

第15条　行政は、町民参加によって寄せられた意見

等を総合的に検討するものとします。
2　行政は、意見等の検討を終えたときは、速やかに次

の事項を公表するものとします。ただし、美幌町情報

公開条例(平成12年美幌町条例第4号)の規定により公
表することが適当でないと認められるときは、この限り

ではありません。

[美幌町情報公開条例(平成12年美幌町条例第4号)]
(1)　意見等の内容

(2)　意見等の検討結果及びその理由

 
(審議会等の委員の選任)

第16条　行政は、行政運営に公平で、かつ、広く町民

の意見等が反映されるよう審議会等の委員の選任に
ついて、次の事項に配慮するものとします。

(1)　町民のうちから公募により選任された委員が含

まれることを原則とすること。
(2)　幅広く人材を確保するため、委員の就任期間

又は他の審議会等との重複を必要最小限とする

こと。

（４）自治基本条例の町民参加比較１
①町民参加の対象に議会が入っているか。（議会との合意必要）
②行政への町民参加の対象は何か。その方法と方法の組み合わせ
③審議会委員の選任（委員の年齢・男女の数・重任・再任の制限）

審議会の
活性化 6

審議会の
活性化

情報共有の
町民の意見
等と重複し
てないか

町民参加が行わ
れなかった場合の

理由の公表

年齢
？

参加
方法
の数

①

②

③
④

⑤

⑥

⑦

⑧

⑨

⑩

⑪

④

⑧

③

①

②

⑩

⑪

⑨



栗山町 東川町 上越市 小諸市 武蔵野市 住み良いまち美瑛町

町＝議会及び行政 市＝議会及び行政

第７章 町民参加の推進

（町民参加の保障）
第２１条 町は、次の各号に掲げる事項を

実施するときは、その検討段階から適切
な方法で町民の参加機会を提供します。

⑴ 総合計画と各政策分野の基本的な計
画を策定又は改定するとき。

⑵ 町民生活に影響を及ぼす条例等を制
定又は改廃するとき。

⑶ 広く町民が利用する施設の新設、改
良、廃止をするとき。
⑷ 町民生活に大きな影響を及ぼす政策

等の決定をするとき。
２ 町は、前項に規定する参加機会におい

て出された意見等について総合的に検討
し、その結果と理由を公表します。

３ 町は、第１項の規定にかかわらず、次
の各号のいずれかに該当するときは、町

民参加を求めないことができます。
⑴ 緊急を要するもの

⑵ 法令の規定によるもの
（審議会等の委員の選任）

第２２条 町は、審議会等の委員の選任に
ついて、次の各号に掲げる事項に配慮し
ます。

⑴ 原則として、公募により選任された
町民の委員を含むこと。

⑵ 地域、年齢、性別等に偏りのないよ
うにすること。

⑶ 他の審議会等との重複を必要最小
限にすること。

第7章　市民参画、協働等

(市民参画)
第34条　市議会及び市長等は、

市民参画を推進するため、市民参
画の機会を保障しなければなら

ない。
2　市議会及び市長等は、市民参

画に関する制度を整備し、市民が
市民参画に関する権利を容易に

行使することができるようにしなけ
ればならない。
3　市議会及び市長等は、市民参

画に関する制度の周知を図り、市
民参画に関する市民の意識を高め

るよう努めなければならない。

第4章　参加と協働

(参加と協働の推進)
第28条　市の執行機関は、市

民の意見が市政へ適切に反映
されるよう、市政への市民参加

を推進します。
2　市民、市議会及び市の執

行機関は、それぞれの役割と
責任に基づき、相互に補完し、

協力して行動する協働のまちづ
くりを推進します。
3　市議会及び市の執行機関

は、協働のまちづくりを推進する
ため、必要な施策を講じます。

4　市の執行機関は、協働のま
ちづくりの推進にあたっては、市

民の自主性及び自立性を尊重
し、その活動を支援します。

第２節　市民参加

（市民参加の権利及び機会の保障）
第14条　市は、市民の市政に参加する権利及び市民が市政

に参加する機会を保障するものとする。
（市民参加の手続等）

第15条　市長等は、政策等の立案及び決定の段階において、そ
の内容及び性質に応じ、適時に、かつ、適切な方法（アンケート

の実施、意見交換会、ワークショップ等の開催、検討委員会等に
おける市民委員の公募、パブリックコメント手続（政策等の案及

びこれに関連する資料をあらかじめ公示し、意見の提出先及び
意見の提出のための期間を定めて広く一般の意見を求めること
をいう。以下同じ。）の実施その他の方法をいう。）により、市民参

加の機会を設けるよう努めなければならない。
２　市長等は、次に掲げる場合においては、原則として、意見

交換会を開催するとともに、パブリックコメント手続を実施す
るものとする。

(１)　第23条第１項の武蔵野市長期計画その他の武蔵野市の重
要な計画を策定しようとする場合

(２)　この条例その他の市政運営全般に関わる条例の制定又は
改廃の議案を議会へ提出しようとする場合

(３)　前２号に掲げるもののほか、市民生活に重大な影響を及ぼ
すおそれがあると市長等が認める政策等を決定しようとする場合

３　市長等は、前項各号に掲げる場合であっても、次の各号のい
ずれかに該当するときは、意見交換会の開催及びパブリックコメ
ント手続の実施をしないことができる。この場合において、市長等

は、その理由を明らかにしなければならない。
(１)　緊急に政策等を行う必要があるとき。

(２)　金銭の徴収又は給付に関する政策等を行うとき。
(３)　法令等の制定又は改廃に伴い必要とされる規定の整備その

他軽微な変更を行うとき。
(４)　地方自治法（昭和22年法律第67号）第74条第１項の規定に

よる条例の制定又は改廃の請求があったとき。
４　前３項に定めるもののほか、意見交換会の開催及びパブリッ

クコメント手続の実施について必要な事項は、別に規則で定め
る。

第３章　町民意見等の把握と反映

（委員の公募）
第８条　町の機関は、審議会等の委員を任命しよう

とするときは、規則で定める特別な場合を除き、定数
の一部に公募による委員を含めるとともに、委員

の年齢、性別、職種などの均衡を図ります。
（町民意見等の提案）

第９条　町民は、この条例に基づいて町の機関に対
して意見、提案等を行うときは、氏名及び住所を明ら

かにしなければなりません。
（町民意見等の把握）
第10条　町の機関は、まちづくりに関して町民の意

見、提案等（以下「町民意見等」という。）を把握する
ため、必要に応じ次に掲げる取り組みを行います。

(１)　町民コメント制度
(２)　まちづくり町民集会

(３)　その他必要な町民意見等の把握
２　町の機関は、町民が意見等を出しやすい体制づ

くりに努めます。
（町民コメント制度）

第11条　町の機関は、町の基本的な計画等の立
案において、特に町民の意見を必要とする場合

は、町民コメント制度（以下「町民コメント」という。）を
実施し、町民の意見を聴き、その適切な反映に努め
ます。

２　町民コメントの対象事項は、次に掲げるものとし
ます。ただし、規則で定めるものを除きます。

(１)　総合計画及び町のそれぞれの分野におけ
る重要な計画等の立案

(２)　その他町民生活に関わる重要な事項で、町
の機関が町民の意見を求める必要があると認め

るもの
３　町の機関は、町民コメントを実施する場合は、規

則の定めるところにより、必要な事項を町民に公表し
ます。

（まちづくり町民集会）
第12条　町の機関は、町民の幅広い意見
を把握するため特に必要と認める場合は、

規則の定めるところにより、まちづくり町民
集会を開催します。

（町民意見等への対応）

第13条　町の機関は、町民意見等が出さ
れたときは、速やかにその対応に当たりま

す。
２　町の機関は、町民意見等への応答に当

たっては、町民に対し適切な説明を行うもの
とします。

（町民意見等の反映）
第14条　町の機関は、第10条第１項各号
の規定により出された町民意見等について

総合的に検討し、その適切な反映に努める
とともに、検討過程を明らかにします。

２　町の機関は、前項の町民意見等につい
て規則の定めるところにより、その検討結果

を公表するものとします。
３　町の機関は、前項の町民意見等にかか

る検討結果を第20条に規定する美瑛町まち
づくり委員会に報告するものとします。

（その他の町民意見等）
第15条　町の機関は、第10条第１項各号

の規定によらず出された町民意見等のう
ち、その趣旨及び内容がこの条例の目的に
合うと認められるものについては、前条第１

項の規定に基づき取り扱うものとします。
２　町の機関は、前項の町民意見等につい

て検討結果を意見等の提出者に伝えるとと
もに、必要に応じて規則の定めるところによ

り、検討結果の公表を行います。

自治基本条例の町民参加比較１ ④青少年及び子どもの年齢は？
⑤町民参加手続きを行う基準に金銭徴収を入れるか

議会
も

参加の具
体がない
理念型で
良いのか

参加の方法を
意見交換会と
パブリックコメ
ントの２つを
行うことを原
則にしている
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ニセコ町 白老町 下川町 苫小牧市

町＝議会及び行政 町＝行政 市＝議会及び行政

町民参加

第4章　まちづくりへの参加の推進
(まちづくりに参加する権利)
第10条　わたしたち町民は、まちづくりの主体であ

り、まちづくりに参加する権利を有する。

2　わたしたち町民は、それぞれの町民が、国籍、

民族、年齢、性別、心身の状況、社会的又は経
済的環境等の違いによりまちづくりに固有の関
心、期待等を有していることに配慮し、まちづくり

への参加についてお互いが平等であることを認

識しなければならない。

3　町民によるまちづくりの活動は、自主性及び自立
性が尊重され、町の不当な関与を受けない。
4　わたしたち町民は、まちづくりの活動への参加又

は不参加を理由として差別的な扱いを受けない。

　
(満20歳未満の町民のまちづくりに参加する権利)

第11条　満20歳未満の青少年及び子どもは、そ
れぞれの年齢にふさわしいまちづくりに参加する

権利を有する。
2　町は前項の権利を保障するため、規則その他の
規程により具体的な制度を設けるものとする。

(まちづくりにおける町民の責務)

第12条　わたしたち町民は、まちづくりの主体であるこ
とを認識し、総合的視点に立ち、まちづくりの活動にお
いて自らの発言と行動に責任を持たなければならな

い。

(まちづくりに参加する権利の拡充)
第13条　わたしたち町民は、まちづくりへの参加が自
治を守り、進めるものであることを認識し、その拡充に
努めるものとする。

第3章　町民参加
(町政参加の推進)
第9条　町は、まちづくりに町民の意思が

反映されるよう町政参加を推進します。

　

(参加機会の保障)
第10条　町は、町政の基本的な事項を定
める計画や条例の立案等の検討過程に

おいて、広く町民が参加する機会を保障

し、町民参加を積極的に行います。

2　町は、多様な方法を用いて広く町民の
意見を求め、町民の意思を反映した町政
活動を行います。

(町政活動への参加)
第11条　町民は、前条の規定に基づき、

町政活動の多様な機会へ参加するよう努
めます。

第3章　町民参加の推進
(町民の参加)
第7条　町民は、町政の主権者として、町政運営に参加する権

利があります。

　

(町民参加の推進)
第8条　町は、次の事項を実施する場合は、法令の規定による
ものや緊急を要するものを除き、町民の参加を推進し、意向を

反映します。

(1)　総合計画及び分野別の基本的な計画の策定又は見直しを

するとき。
(2)　施策を効果的かつ効率的に推進するための行政評価を実
施するとき。

(3)　町民に義務を課し、又は町民の権利を制限することを内容

とする条例の制定、改正及び廃止をするとき。
(4)　町民の生活に大きな影響を及ぼす施策を決定するとき。

(5)　広く町民が利用する公共施設の管理運営方法などの決定
をするとき。

2　前項各号に規定するもののほか、町民が参加できる機会を
設け、町政運営に反映するよう努めます。

(町民参加の方法と時期)
第9条　町は、次に掲げる方法を活用して、適切な時期に町民

参加を推進します。
(1)　審議会等(地方自治法(昭和22年法律第67号。以下「法」と
いう。)第138条の4第3項に規定する執行機関の附属機関又は

これに類するもので町が定めるもの)
(2)　意見交換会

(3)　アンケート
(4)　パブリックコメント手続(意思決定過程で素案を公表し、町
民から出された意見等を考慮して決定する制度)
(5)　その他適切な方法

2　前項各号の方法に関し必要な事項は、別に定めます。

(市民参加)
 第5条　市は、市政運営への市民
の参加(以下「市民参加」という。)を

推進するため、別に条例で定めると

ころにより、市民参加に関する制度

を設けるものとする。この場合にお
いて、当該条例には、次の事項を定
めるものとする。

 (1)　市民参加の方法及びその適

切な選択並びに市民参加の実施の

周知に関する事項
 (2)　審議会等に原則として公募に
よる委員を加えることに関する事項

 (3)　市民がまちづくりに関する政策

を提案するための仕組みに関する
事項

 (4)　その他市民参加に関し必要な
事項

自治基本条例の町民参加比較２
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むかわ町 安平町 岩見沢市 余市町

町＝行政 町＝行政

第3章　町民参加と協働

(町民参加の基本)

第11条　町民は、まちづくりの主体として、自主的・自

発的にまちづくりに参加することを基本とします。

2　議会及び行政は、広く町民の意見を求め、町政に

町民の意思を反映することを基本とします。

3　議会及び行政は、町政へ広く町民が参加する機
会を保障します。

4　議会及び行政は、町民が町政への参加又は不参

加を理由として不利益を受けないよう配慮します。

5　次世代の担い手である満20歳未満の青少年及

び子どもは、それぞれの年齢にふさわしい方法に

より町政に参加できます。

(町民参加の推進)

第12条　行政は、次の事項を実施するときは、町民の

参加を推進し、町民の意思を尊重します。

(1)　まちづくり計画及び分野別の基本的な計画の策定

又は見直し

(2)　町民に義務を課し、又は町民の権利を制限するこ
とを内容とする条例の制定、改正又は廃止

(3)　広く町民が利用する公の施設の新設又は廃止、利

用方法に関する事項

(4)　行政が行う事務及び事業を効果的かつ効率的に

推進するための行政評価

(5)　町民の生活に大きな影響を及ぼす施策の決定

(6)　前各号のほか、町民参加が有効と認められる事項
2　行政は、前項の規定にかかわらず、次の各号のい

ずれかに該当するときは、町民参加を求めないことが

できます。

(1)　災害対応等、緊急に行わなければならないもの

(2)　法令の規定により実施の基準が定められており、

その基準に基づき行うもの

（町民参加の方法)

第13条　行政は、前条第1項に規定する

事項を実施するときは、次の各号のいず

れか又は複数の方法によるものとしま

す。

(1)　審議会等の開催

(2)　意見交換会の実施
(3)　町民意見の公募

(4)　アンケート調査の実施

(5)　その他適切な方法

(審議会等の委員の選任)

第14条　行政は、町政に公平かつ広く町

民の意見が反映されるよう審議会等の委
員の選任について、次の事項に配慮しま

す。

(1)　委員の構成は、性別及び年代の別

等に配慮し、多面的な審議が確保される

よう留意します。

(2)　正当な理由があるときを除き、委員
の一部を公募します。

(3)　幅広く人材を確保するため、委員の

就任期間又は他の審議会等との重複を

避けるよう配慮します。

第３章　町民参画の推進

（町民参画の権利と責任）

第11条　町民は、まちづくりに関する情報

を知る権利、まちづくりに参画し意見を述

べる権利を有します。

２　町民は、まちづくりへの参画に関して自ら

が主役としての責任と役割を担い、積極的に
参画することに努めます。

３　町民は、いつまでも安心して住み続けら

れるまちづくりのため、地域環境に配慮しなが

ら、人々のつながりを大切にして、地域発展

に資する活動や多角的な国際交流活動に心

がけます。

（参画機会と広聴制度）
第12条　町は、町政の基本的な事項を定め

る重要施策等の策定において、町民参画

を基本に進めます。

２　町は、町民の意見を政策に反映させるた

め、重要施策等の策定にあたっては事前

に説明の機会を設けることに努めます。
３　町は、町民からの提案、意見、相談、苦

情、照会を聴取するための広聴制度を確立

し、政策に反映させるための幅広い意見聴取

に努めます。

４　町民の町政参画については、別に条例で

定めます。

（パブリックコメント）
第15条　町は、重要施策等の策定にあたって

は、町民の意見を政策に反映させるため、パ

ブリックコメント制度を推進します。

２　前項のパブリックコメント制度に関する必

要な事項については、別に条例で定めます。

第7章　市民参加

(市民参加)

第21条　議会及び市長等は、市民参

加の機会を保障しなければなりませ

ん。

(市民参加の推進)

第22条　市長等は、市民のまちづくりへ

の参加を推進するため、活動の場の提

供、環境づくり、情報の提供等その仕組

みの整備に努めなければなりません。

2　市長等は、政策の立案、実施、評価

等の各段階において、市民の参加を推進
し、市民の意見が適切に反映されるよう

努めなければなりません。

3　市長等は、広く市民の意見を聴くた

め、その機会の効果的な周知に努めなけ

ればなりません。

(市民の意見等)

第23条　市長等は、市民からの意見、提

案等があったときは、誠実かつ迅速に対

応するものとします。

第2節　町民参加

(町民参加)

第8条　町民は、まちづくりの主体であると

いう原則に基づき、町政に参加することを基

本とします。

2　町は、町政に広く町民が参加する機会を
保障し、積極的に町民参加を推進するもの

とします。

3　町民参加に当たっては、その自主性が

尊重されるとともに、参加すること又は参加

しないことによって不利益な扱いを受けるも

のではありません。

(町民意見の公募)

第9条　町は、重要な政策、計画等の策定

に当たり、事前に案を公表し、町民の意見

を聴き、その政策、計画等に反映させるとと

もに、提出された町民の意見に対する町の

考え方を公表するものとします。ただし、緊
急性を要するものについては、この限りで

はありません。

(町民活動)

第10条　町民は、自ら行う活動が安定的か

つ活発に行うことができるよう町民活動団体

を組織することができます。
2　町は、前項の町民活動団体の役割と活

動を尊重します。

自治基本条例の町民参加比較２

町民活動団体が私的
団体としたら条例で規
定すべきではないの

ではないか

9

④

④

④



八雲町 美幌町 栗山町 東川町 上越市 小諸市 武蔵野市 美瑛町

自治基本
条例

自治基本
条例

自治基本
条例

まちづくり
基本条例

自治基本
条例

自治基本
条例

自治基本
条例

住み良いまち

美瑛をみんな

でつくる条例

H22.4.1 H23.4.1 H25.4.1 H27.7.1 H20.4.1 H22.4.1 R2.4.1 H15.4.1

× ○ ○ × ○ × ○ ×

1
総合計画の基本構想及び基本計画並びに各
施策の基本となる計画の策定又は見直し 〇 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

2
事務及び事業を効果的かつ効率的に推進す
るための行政評価の実施

〇 〇

3

政策に関する基本方針を定め、又は町民に義
務を課し、若しくは町民の権利を制限すること
を内容とする条例の制定、改正又は廃止
（ポイ捨て条例）

〇 ◎ 〇 ◎ ◎

4
町民の生活に大きな影響を及ぼす施策の決
定（迷惑施設誘致）

〇 ◎ ◎ ◎ ◎

5

町の施設の新設、改良又は廃止の決定(ただ
し、別に規則で定める場合を除きます）
（病院新築）

〇 ◎ 〇

6
広く町民が利用する町の施設の利用方法の
決定　（図書館会館時間の変更）

〇 〇

7 〇 ◎ ◎ ◎

8 〇 ◎ ◎ ◎ ◎

1 〇 〇 〇 ○ ○ ○

2 〇 〇 ◎ ○

3 〇 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

4 〇 〇 ○

5 〇 〇 ○

6 〇

7 ○

8 ○ 〇 ○ ○ ○

いずれか又は

複数の方法二つ以上の方法

審議会委員の選任（公募）

参
加
の
方
法

行
　
　
　
　
　
政

その他適切な方法

自治体名

該当条例と参加対象項目

町
民
参
加
手
続
き
の
対
象

総合計画や
各政策分野
の基本的な
計画を策定
又は改定す
るとき

町民生活に
影響を与え
る重要な条
例等を制定
又は改廃す
るとき

町民の一般
的利用を目
的とする施
設の新設、
改良、廃止
するとき

前各号のほか、町民参加が有効と思われる事項

 参加を求めない場合の条件（緊急・軽微等）

施行日

パブリックコメント条例・要綱

一つ以上の方法

アンケート調査

審議会

意見交換会

パブリックコメント

（注）◎の参加対象の時は参加方法のパブリックコメントを必ず行うことを条例又は要綱で定められている。
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（５）自治基本条例の町民参加の対象と参加の方法



ニセコ町 白老町 下川町 苫小牧市 むかわ町 安平町 岩見沢市 余市町

まちづくり
基本条例

自治基本
条例

自治基本
条例

＊自治基
本条例

まちづくり
基本条例

＊まちづく
り基本条例

まちづくり
基本条例

自治基本
条例

H13.4.1 H19.1.1 H19.4.1 H19.4.1 H25.4.1 H26.12.26 H27.4.1 H30.4.1

× ○ ○ × × × × ×

1
総合計画の基本構想及び基本計画並びに各
施策の基本となる計画の策定又は見直し ◎ ◎ ○ ○ ○ ○ ○

2
事務及び事業を効果的かつ効率的に推進す
るための行政評価の実施

○ ○ ○

3

政策に関する基本方針を定め、又は町民に義
務を課し、若しくは町民の権利を制限すること
を内容とする条例の制定、改正又は廃止
（ポイ捨て条例）

◎ ◎ ○ ○ ○ ○

4
町民の生活に大きな影響を及ぼす施策の決
定（迷惑施設誘致）

○ ○ ○ ○

5

町の施設の新設、改良又は廃止の決定(ただ
し、別に規則で定める場合を除きます）
（病院新築）

○ ○ ○

6
広く町民が利用する町の施設の利用方法の
決定　（図書館会館時間の変更）

○ ○

7 ◎ ◎ ○ ○ ○

8 ◎ ◎ ○ ○ ○ ○

1 ○ ○ ○ ○

2 ○ ○ ○ ○

3 ◎ ◎ ○ ○ ○ ○ ○

4 ○ ○

5 ○ ○ ○

6

7

8 ○ ○

自治体名

該当条例と参加対象項目

施行日

町
民
参
加
手
続
き
の
対
象

総合計画や
各政策分野
の基本的な
計画を策定
又は改定す
るとき

町民生活に
影響を与え
る重要な条
例等を制定
又は改廃す
るとき

町民の一般
的利用を目
的とする施
設の新設、
改良、廃止
するとき

前各号のほか、町民参加が有効と思われる事項

 参加を求めない場合の条件（緊急・軽微等）

パブリックコメント条例・要綱

二つ以上の方法

審議会委員の選任（公募）

重要政策は
複数の方法

参
加
の
方
法

行
　
　
　
　
　
政

その他適切な方法

一つ以上の方法

審議会

意見交換会

パブリックコメント

アンケート調査

11
（注1）◎の参加対象の時は参加方法のパブリックコメントを必ず行うことを条例又は要綱で定められている。
（注2）＊は自治基本条例から委任された参加条例を評価した。
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（６）町民参加の解説

町民参加の制度は基本原則の一つであり、町民の権利の具体でもあります。
自治基本条例の中で最も重要な規定の一つです。町民参加は当事者意識を醸成します。
したがって、町民参加の制度が理念的な曖昧な規定になっていれば、ほとんど意味を持
たない自治基本条例となります。（形式的理念的条例＝曖昧な規定＝職員が動かない）
①具体的な市民参加手続きの対象となる基準
②市民参加手続きを行わない基準
③町民参加手続きを行わなかったときの理由の公表

町民参加には
①「行政への参加」
②「議会への参加」
③「地域社会への参加」（実態があるのか、実態を作るのか）
の３つがあります。（美瑛町は①②）
①「行政への参加」については「町民参加の基本」「参加の対象」と「参加の方法」、
「審議会等の運営」等が規定されています。

「町民が町政への参加又は不参加を理由として不利益を受けないよう配慮する」
「次世代の担い手である青少年及び子どもは、それぞれの年齢にふさわしい方法に

より町政に参加できる」
②「議会への参加」については議会の章又は議会基本条例の「町民と議会との関係」で
規定されています。
③「地域社会への参加」については「協働と地域社会（コミュニティ）」の項で規定されて
います。（美瑛町は対象外）



1．自治基本条例に具体をある程度規定する場合（美幌町自治基本条例第13条）

（1）町民参加手続きの対象
①総合計画の基本構想及び基本計画並びに各施策の基本となる計画の策定又は見直し
②政策に関する基本方針を定め、又は町民に義務を課し、若しくは町民の権利を制限する
ことを内容とする条例の制定、改正又は廃止（ポイ捨て等防止条例等）
③町の施設の新設、改良又は廃止の決定(ただし、別に規則で定める場合を除きます。)
④広く町民が利用する町の施設の利用方法の決定（図書館の開館時間変更等）
⑤事務及び事業を効果的かつ効率的に推進するための行政評価の実施
⑥町民の生活に大きな影響を及ぼす施策の決定（核のごみ処理施設等）
⑦前各号のほか、町民参加が有効と思われる事項」と町民参加手続きの具体が規定され
ている。このように市民参加を実施する基準（ポジティブ・リスト）を明確にすることが重要です。

（2）町民参加手続きを行わない基準
①軽微なもの
②緊急に行わなければならないもの
③行政内部の事務処理に関するもの
④法令の規定により実施の基準が定められており、その基準に基づき行うもの
⑤町税の賦課徴収その他金銭の徴収に関するもの
(美幌町自治基本条例では地方税法(昭和25年法律第226号)第5条第3項又は第7項の規
定により新たな税目を起こす場合を除きます。) 次ページ参照

（3）町民参加手続きを行わなかったときの理由の公表
町民参加を求めなかった場合において、行政が必要と判断したとき又は町民からその理由
を求められたときは、その理由を公表しなければなりません。

13



地方税法
（市町村が課することができる税目）
第五条 市町村税は、普通税及び目的税とする。
２ 市町村は、普通税として、次に掲げるものを課するものとする。ただし、徴収に要すべき経費が徴収すべき
税額に比して多額であると認められるものその他特別の事情があるものについては、この限りでない。
一 市町村民税
二 固定資産税
三 軽自動車税
四 市町村たばこ税
五 鉱産税
六 特別土地保有税
３ 市町村は、前項に掲げるものを除く外、別に税目を起して、普通税を課することができる。
４ 鉱泉浴場所在の市町村は、目的税として、入湯税を課するものとする。
５ 指定都市等（第七百一条の三十一第一項第一号の指定都市等をいう。）は、目的税として、事業所税を課
するものとする。
６ 市町村は、前二項に規定するものを除くほか、目的税として、次に掲げるものを課することができる。
一 都市計画税
二 水利地益税
三 共同施設税
四 宅地開発税
五 国民健康保険税
７ 市町村は、第四項及び第五項に規定するもの並びに前項各号に掲げるものを除くほか、別に税目を起こし
て、目的税を課することができる。

14

地方自治法
第五章 直接請求
第一節 条例の制定及び監査の請求
第七十四条 普通地方公共団体の議会の議員及び長の選挙権を有する者（以下この編において「選挙権を有
する者」という。）は、政令で定めるところにより、その総数の五十分の一以上の者の連署をもつて、その代表者
から、普通地方公共団体の長に対し、条例（地方税の賦課徴収並びに分担金、使用料及び手数料の徴収に関
するものを除く。）の制定又は改廃の請求をすることができる。



美幌町自治基本条例逐条解説

「町税の賦課徴収その他金銭の徴収に関するもの」とは、

町税のほか、スポーツ施設等の施設使用料、住民票の写しや各種証明書発行手数料、介護保険料等、金銭
の徴収に係るもの全般を指します。
これら金銭徴収に関する事項は、町の財政の根幹に係るものであること、金額等は現実の費用等をベース
に算出するものであり、単に金額の高い安いの問題ではなく、一部の町民が利用する性質のものは実費負担
が原則で町民参加を求める趣旨にそぐわないものであり、町民参加を求めないことができることとしています。
ただし、既に実施している町民参加を否定するものではありません。
なお、法定外普通税及び法定外目的税（いわゆる新税）の導入に当たっては町民参加を求めることが必要で
す。

＜参考＞
・ 町税の税率や額の引き下げは、厳しい町財政の状況や地方交付税への影響を考慮すると非現実的であり、
現状では考えられません。
また、標準税率や額を超える税率や額に改定する場合は、美幌町が財政健全化法の財政再生団体、早期健
全化団体に指定されるなど、財政状況が危機的状況に陥った場合以外には考えられません。そのような場合
は、町税のことを含めて、当然、財政再建に向けて説明会を開催することになります。
・ 一方、国民健康保険税については、国民健康保険運営協議会が設置され、そこで意見を伺い税率が決定
されています。
このように、町税、金銭徴収に係るものについて、既に町民参加を行っているものはその手法を継続させ、ま
た、行政が自主的に参加手法を取り入れることも可能とします。
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(4)町民参加の方法 （美幌町自治基本条例第14条）
①審議会等の会議の開催
②意見交換会の開催
③意見公募(パブリックコメント)手続の実施
④アンケート調査の実施
⑤その他適切な方法

住み良いまち美瑛町は「総合計画及び個別計画等の立案」と「町民生活に関わる重要
な事項」にはパブリックコメントを行うとなっています。

(5) 町民参加の方法は１つ以上でよいか２つ以上（複数）か
①町民参加の方法を実施するときの方法を１つ以上
審議会で審議した内容を意見交換会で町民に説明し、意見をもらい、意見を審議会の議
論に反映し、その上で、パブリックコメント行った方が審議会の審議内容（政策形成過程）
が充実する。（武蔵野市）結果的にパブリックコメント提出０件ということはなくなる。問題は
１つ以上なので、審議会のみの１つでも良いことになる。（形式的町民参加？）
②２つ以上
最低審議会と意見交換会かパブリックコメント手続等のどちらかが行わなければならない。
要するに、行政の負担は２つ以上の方が重い。しかし、町民は参加する機会は多い。一方、
１つ以上は行政の負担は軽い。しかし、町民は参加の機会が少なくなる。したがって、町民
参加制度のさじ加減がここで行われるので「町民参加の方法は１つ以上でよいか２つ以上
か」は行政裁量が働く重要な選択であるので注意を要する。

八雲町は一つ以上（行政の裁量）
美幌町はいずれか又は複数の方法（行政の裁量 ただし、１つ目にパブコメを必須あり）
武蔵野市は意見交換会とパブリックコメントの２つ方法（条例規定）

16

名称を「意見公募手続」（行政手続法）「パブリックコメント（手続）」
「意見提出制度」「町民コメント制度」（現行）のどの名称とするか
議論必要



(6) 町民参加手続きを行う基準に金銭徴収を入れるか

逆に町民参加手続きを行わない基準に入れるかについては、町民参加条例において意見が分
かれている。

●武蔵野市自治基本条例第15条第3項では、市民参加を求めないものに「(2) 金銭の徴収又は
給付（手当や給付金）に関する政策等を行うとき。」としている。
●石狩市市民参加条例第5条別表では、あらかじめ市民参加手続を行わなければならないもの
に「(1)分担金、使用料、加入金、手数料その他これらに類する料金の額、市税の税率（国民健康
保険税にあっては、課税要素の額の算定方法）及び介護保険料の料率並びにそれらの減免等
について定める規定」と規定している。

両者は全く異なる判断をしている。
●武蔵野市自治基本条例の解説によれば、「地方税の賦課徴収や分担金、使用料、手数料の
徴収に関する条例の制定や改廃の請求が地方自治法で直接請求（第７４条第１項）の対象から
除外されているため、その規定との整合を図っているものです。」
●石狩市の市民の声を活かす条例の考え方によれば、「市が行う金銭の賦課徴収については、
多くの市民が多大な関心を持っていると考えられます。このため、市税を初めとする公法上の金
銭徴収に関する事項のうちの金額と減免、徴収猶予等について定める規定の制定改廃を市民
参加手続の対象とすることとしています」とある。

○美幌町自治基本条例では「町税の賦課徴収その他金銭の徴収に関するものは、町民参加を
求めないとしていますが、新たな税目を起こす場合を除く」としています。
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栗山町 八雲町 美幌町 武蔵野市 余市町 美瑛町

規定なし 1つ　以上
1つ以上又
は2つ以上

意見交換会とパブ
リックコメントを条例

で義務付け

パブリックコメ
ントのみ

1つ　以上 1つ　以上 ２つ以上
審議会を条例
で義務付ける

意見交換会とパ
ブリックコメントを
条例で義務付け

行政に裁量 行政に裁量 行政に裁量 条例通り 条例通り 条例通り

要綱 × 条例 規則 × × ー ー ー ー

1
総合計画の基本構想及び基本計画並び
に各施策の基本となる計画の策定又は
見直し

パブリック
コメント

〇
パブリック
コメント

意見交換会を開催すると

ともに、パブリックコメント

手続を実施

パブリックコメント パブリックコメント ○

意見交換会と

パブリックコメント
（必要であれば

その他の方法）

2
事務及び事業を効果的かつ効率的に推
進するための行政評価の実施

〇 〇 ○
審議会

（必要であれば

その他の方法）

3

政策に関する基本方針を定め、又は町民
に義務を課し、若しくは町民の権利を制限
することを内容とする条例の制定、改正又
は廃止    （ポイ捨て条例）

〇 〇
パブリック
コメント

意見交換会を開催すると
ともに、パブリックコメント

手続を実施

パブリックコメント ○

意見交換会と

パブリックコメント

（必要であれば
その他の方法）

4
町民の生活に大きな影響を及ぼす施策
の決定（迷惑施設誘致）

パブリック
コメント

〇
パブリック
コメント

意見交換会を開催すると

ともに、パブリックコメント
手続を実施

パブリックコメント ○

意見交換会と
パブリックコメント

（必要であれば

その他の方法）

5
町の施設の新設、改良又は廃止の決定
(ただし、別に規則で定める場合を除きま
す）　　　　（病院新築）

〇 〇
パブリック
コメント

○

意見交換会と
パブリックコメント

（必要であれば

その他の方法）

6
広く町民が利用する町の施設の利用方法
の決定　（図書館会館時間の変更）

〇 〇 ○
審議会

（必要であれば

その他の方法）

（注）案１の１つ以上の場合は審議会での審議のみでも可となりますが、案２は参加の対象により、意見交換会とパブリックコメントを義務付けています。さらに、必要があれば

いづれの場合もその他の方法を行政裁量で行えます。

行政に裁量

案1 案２

条例通り

町民生活
に影響を
与える重
要な条例
等を制定
又は改廃
するとき

町民の一
般的利用
を目的とす
る施設の
新設、改
良、廃止す
るとき

自治基本条例等

(1)　審議会等の会議の開催　　　　(2)　意見交換会の開催
(3)　意見公募(パブリックコメント)手続の実施
(4)　アンケート調査の実施　　　（5）その他適切な方法

裁量

行
　
　
　
　
　
政

町
民
参
加
手
続
き
の
対
象

総合計画
や各政策
分野の基
本的な計
画を策定
又は改定
するとき

パブリックコメント条例・要綱で義務づけ

（７）自治基本条例の町民参加の対象の範囲と方法の選択

論点（1）参加の対象 ①参加の対象の範囲 ②参加の対象と方法の組み合わせ方
（2）参加の方法 ①参加の方法の種類 ②参加の方法の組み合わせ回数 ③参加の方法の裁量有無

対象

方法

範囲
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方法の
選択

裁量



（８）議会への町民参加（案）

町 民

参加
の

方法

活発な議会運営

本会議・委員会

審議 政策づくり

参加
の

対象

質
疑

文
書
質
問

政
策
提
言

回
答

本会議・委員会

議会

行 政

議会
モニター

参考人
公聴会

賛否の
公開

議会審議の充実
まちの課題の発見

（政策づくり）

アンケー
ト調査

意見交換会
議会報告会

請願
陳情

政策討議会
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未実施？

議会への町民参加の具体は議会の章で検討します。



（９）議会基本条例の町民参加条文比較①
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議会基本条例での町民と議会との関係

栗山町 芽室町 浦幌町 仁木町

H18.5.18 H25.4.1 H25.4.1 R1.8.10

議会の活動に関する情報公開 ○ ○ ○ ○

町民に対する説明責任 ○ ○ ○ ○

議会活動への参加機会の確保 ○ ○

② 会議の原則公開 情報共有 情報公開 ○ ○ ○ ○

③
会議日程等を事前に町民に周
知することと審議過程・結果の
情報を公開し、共有する

情報共有 会議情報の公開と審議結果の共有 ○

④
町政に係る論点、争点情報を、
町民に周知する

情報共有 積極的情報共有 ○ ○

⑤ 議会主催の一般会議の設置 町民参加 町民の議会活動への参加促進 ○ ○

⑥
参考人・公聴会制度を活用し
て、専門的識見等の活用

町民参加 議会討議の活発化 ○ ○ ○ ○

⑦
請願及び陳情者の意見を聴く
機会を設る

町民参加 町民の議会活動への参加促進 ○ ○ ○ ○

⑧
町民、町民団体、ＮＰＯ等との
意見交換会開催

町民参加
広く町民の意見を聴取する機会を確保

し、議会、議員による政策提案の実施
○ ○ ○ ○

⑨ 議員賛否の公開 情報共有 議員の活動評価の情報提供 ○ ○ ○

⑩
議会及び議員の活動内容を公
表することと議会の自己評価を
議会白書として公表する

情報共有 議会活動の活性化を図る ○

⑪ 議会モニターの設置 町民参加 議会運営に関する町民意見の反映 ○ ○ ○

⑫ 議会報告会の開催 町民参加
議会の説明責任と議会運営の改善

議会、議員による政策提案の実施
○ ○ ○ ○

⑬
重要な議決事項につき、住民
投票の実施

町民参加 議会発議の住民投票 ○

⑭
平日の夜間、日曜日などに会
議を開催する

情報共有 情報公開 ○ ○

本会議 ○ ○ ○ ○

常任委員会 ○ ○ ○ ○

特別委員会 ○ ○ ○ ○

議会運営委員会 ○ ○

全員協議会 ○ ○

項目 区分 解説

① 町民参加と議会との連携

②

公

開

会

議
の

範

囲

情報共有



町

民

②会議の公開（栗・芽・浦・仁）

⑭会議の公開（浦・仁）

③会議日程等を事前周知（芽） ・④議案の事前公開（芽・仁）

⑨賛否の公開（栗・芽・浦）

⑩議会・議員の活動内容、議会の自己評価を議会白書として公表（芽）

⑫議会主催の議会報告会（意見交換会）の開催（栗・芽・浦・仁）

⑧町民・町民団体・NPO等との意見交換会（⑤一般会議） （栗・芽・浦・仁）

⑪議会モニター（栗・芽・浦）

⑦請願・陳情者の意見を聴く（栗・芽・浦・仁）

⑥参考人・公聴会制度を活用した専門的識見等の活用（栗・芽・浦・仁）

議
会
内
で
の
議
論

会
議
の
公
開

平
日

夜
間
・

土
日

開
催

⑬住民投票の発議（栗）

情
報
公
開
と
説
明
責
任

説
明
責
任
と
参
加
機
会
の
確
保

（注1）栗は栗山町議会、芽は芽室町議会、浦は浦幌町議会、仁は仁木町議会
（注2）赤字は４議会共通に規定がある

議会基本条例での町民と議会との関係②
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情報公開と説明責任 参加機会の確保

議

会



https://www8.cao.go.jp/youth/whitepaper/h20honpenhtml/html/sanko_02.html

（参考）適用年齢


